



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































５年間 人 10 年間 人
柏市 694 市内 3,448
船橋市 512 柏市 848
浦安市 428 浦安市 632
市川市 425 船橋市 439
鎌ケ谷市 307 市川市 362
文京区 −284 葛飾区 −1,006
千代田区 −498 港区 −1,490
台東区 −503 台東区 −1,712
中央区 −797 中央区 −3,339
市内 −3,138 千代田区 −4,129
５年間 人 10 年間 人
市内 862 吉川市 329
流山市 192 流山市 296
吉川市 165 白井市 114
春日部市 113 春日部市 104
杉戸町 59 杉戸町 104
葛飾区 −90 台東区 −167
新宿区 −104 葛飾区 −185
足立区 −130 足立区 −226
中央区 −201 中央区 −456
千代田区 −213 千代田区 −649
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る。また、増加先も近隣の市や町である。それに対して、減少数が大きい市区町村
は全て都心であり、松戸市と同様に都心への通勤者が大幅に減少している。
５．まとめ
首都圏でも引き続き人口が増加している東京近郊であるが、その特徴は地域ごと
に異なっている。人口構成は都心への距離によって異なってくるのであるが、若い
世代と高齢者が都心で、それ以外は郊外という単純なものではない。まず、大学立
地の有無で人口構成が大きく異なる。大学の立地は大学生を引き付けるため、10 代
後半から 20 代前半の割合が高くなる。しかし、大学が立地していない地域であって
も、通学は可能であるため、大学生の世代が減少という形にはならない。20 代後半
以降は職場があるか、もしくは都心へ通勤できるかにより大きく異なる。職場が少
ない、都心への通勤が便利ではない地域では、20 代後半の割合が減少する。そし
て、30 代後半以降は住宅開発の時期と年齢階層の割合が関係してくる。住宅開発が
早くから行われた中央線や西武線の沿線地域では高齢化が進行しており、それに続
く東葛飾地域、八王子・町田地域はこれから高齢化に突入する。そして、戸塚区や
藤沢市では 40 代が多く、その下の 30 代は小田急線沿線や京王線沿線で多くなって
いる。
人口構成は地域ごとに異なっているものの、共通していることもある。それは、
近郊から都心への通勤者の減少と高齢化である。
都心での住宅供給の増加による人口の都心回帰と同時に、事業所の郊外立地も進
行し、長い時間をかけて近郊からわざわざ都心へ通勤する必要がなくなっている。
そして、若者が多い首都圏といえども、高齢者とその予備軍も少なくない。そのた
め、定年退職者が増加するにつれて、近郊から都心への通勤者が減少しているので
ある。この現象は川崎市北部で見られることを見出していたが、都下、東葛飾でも
同様の現象が見られ、一部例外はあるものの、東京近郊の共通事項となっている。
また、東京近郊でも進行している高齢化への対応として、社会保険、社会福祉、介
護事業が成長している。社会保険・社会福祉・介護事業は対象者が居住している地
域が勤務地となるため、労働者は居住地の近隣で働くことが可能である。あえて、
都心に通勤する必要はない。そのため、地元での通勤者が増加しているのである。
東京近郊の人口・社会・経済の現状と変貌を地域ごとに見てきたが、都心の状
況、埼玉方面の状況など、一般化するにはまだ不十分な点も多くある。これらは今
後、解決してゆくこととする。
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